
予算要求資料
令和2年度6月補正予算　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：園芸特産物費
	事業名　新国際園芸アカデミー ＩＣＴ環境整備事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　 農政部　国際園芸アカデミー　教務課　電話番号：0574-60-5250
　　　　　　　　　　　E-mail： c24413@pref.gifu.lg.jp 
１　事業費　　補正要求額　　２９，７１２千円（現計予算額：0 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財　産　収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	現　計
予算額
	   0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補　正
要求額
	   

29,712
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	29,712

	決定額
	15,450
	15,450
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
新型コロナウイルス感染拡大に伴う緊急事態宣言に伴い、国際園芸アカデミー休校を余儀なくされ、長期化により学習の遅延が懸念された。5月25日に緊急事態宣言が全面解除されたが、新型コロナウイルス感染の第２波、第３波に備え、休校中における学習の充実を図るため、オンラインによる遠隔授業の実施に対する環境整備をするとともに、ポストコロナ時代を見据え、急速に発展する高度情報化に対応するため、ＩＣＴを使った学習環境を整備する。
（２）事業内容
新しい生活様式に即したＩＣＴによる学習環境の整備のため、校内全体のＷｉ-Ｆｉ接続など環境整備、情報端末（タブレットＰＣ）を導入。また、温室のスマート農業化を推進する。
1 無線インターネット接続環境：本館、研修教育棟、実習棟、温室における無線アクセスポイント13カ所整備
2 撮影・投影機材：Ｗｅｂカメラ、マイク、ウェアラブルカメラ等
3 情報端末：タブレット４５台
4 スマート農業温室整備：１棟（改修による）
5 温室環境センサー：８台
（３）県負担・補助率の考え方
　　　県　１０／１０
（４）類似事業の有無　　　　　無　
３　事業費の積算内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	工事請負費
	19,767
	校内のインターネット接続環境、温室のスマート農業化等

	備品購入費
	9,945
	タブレット、Ｗｅｂ授業導入機材等

	合計
	29,712
	


	　決定額の考え方　
・積算を精査し所要額を計上します。
・財源は、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当します。


４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　・ぎふ農業・農村基本計画　
第５章 １ 多様な担い手づくり
農業大学校・国際園芸アカデミーの人材育成の強化
　・清流の国ぎふ花き振興計画
第２章 ４ 花きの安定供給
花きの安定供給を支える人材の育成
　・農林系アカデミー・農業大学校運営向上プラン
社会の変化に対応した学校づくり
　・国際園芸アカデミー有識者会議
（２）国・他県の状況
・隣接県では、岐阜県以外の農業大学校で無線インターネット環境整備済み
（３）後年度の財政負担
　　　維持管理経費
タブレットフィルタリングライセンス　3,300円/台　年間149,000円
ネットワーク保守費　21,000円/月　　年間252,000円
スマート温室システム利用料　年間70,000円
環境センサーサーバ使用料　33,000円/台　年間264,000円
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）
	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　新型コロナウイルス感染症の第２波、第３波に備え、オンラインによる遠隔授業の実施及びＩＣＴ化した学習環境を整備し、質を落とさず学習の継続ができる体制を整える。



（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	担い手数育成数
（H28-R2年度累計）
	858人
（H29）
	（H　）
	（H　）
	858人
（H29）
	2,000人
（R2）
	42.9％

	うち新規就農者数
（H28-R2年度累計）
	200人
（H29）
	（H　）
	（H　）
	200人
（H29）
	600 人
（R2）
	33.3％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）
	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）



（前年度の成果）
	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)
　○

	新型コロナウイルス感染症の影響により新しい生活様式に即したオンライン授業により学習時間を確保できることは極めて重要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている
　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

	


（今後の課題）
	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
新型コロナウイルス感染症の第２、第３波に対応するため、オンラインの授業について、学習時間を確保する必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
新型コロナウイルス感染症対策をはじめ、災害時、休暇期間中を含め学生との双方向のやりとりができるツールとして継続使用する。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	
【○○課】

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


1
－ 1 －

